
特定非営利活動法人チャイルド・ファンド・ジャパン

職員給与規程

第 1条  (目  的)
この規程は、特定非営利活動法人チャイル ド・ファンド・ジャパン (以下、本団体という。)

の職員就業規則、契約職員就業規則、および嘱託職員就業規則に基づき、職員の給与に関

する事項を定めたものである。

第 2条  (適用範囲)
この職員給与規程は、正職員、契約職員、および嘱託職員に適用する。ただし、別に定めのあ

る場合にはこの限りでない。

第 3条  (給与の構成)

給与の構成は以下のとおりとする。

給与 基準給 基礎賃金

加算給

超過勤務手 割増手当 時間外勤務手当

深夜勤務手当

日勤務手当

インセンティブ手当

その他 扶養手当

住宅手当

通勤手当

その他手当

第 4条

2,

(給与計算期間 。支払日)

給与は、毎月 1日 に起算し末日を締切りとした期間 (以下、「給与計算期間」という。)につい

て計算し、翌月 20日 に支払う。ただし、当該支払日が休日の場合はその前日に支払うものとす

る。

前項の規定にかかわらず、以下の各号のいずれかに該当する場合であって、職員 (職員が死亡

したときはその遺族)の請求があったときは、給与支払日の前であっても既往の労働に対する

給与を支払うものとする。

① 職員またはその収入によって生計を維持する者が結婚、出産し、疾病にかかり、
災害を受け、または死亡したとき。

② その他やむを得ない事情があると、本団体が認めたとき。
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第 5条  (給与の支払方法)

給与は通貨で直接職員にその全額を支払う。

2,前項の規定にかかわらず、職員の同意を得た場合は、本人が指定する金融機関の日座への振り

込みにより給与を支給する。また、以下の各号に掲げるものについては給与を支払うときに控

除する。

① 源泉所得税
② 住民税 (市町村民税および都道府県民税)
③ 雇用保険料
④ 健康保険料 (介護保険料を含む)
⑤ 厚生年金保険料
⑥ その他必要と認められるもので職員代表と協定した物

第 6条

2,

3,

4,

5,

(給与の控除)

遅刻、早退または欠勤により、所定労働時間の全部または一部を休業した場合は、その休業し

た時間に応じて基準給およびインセンティブ手当の日額あるいは時間額は減額する。そのうち、

欠勤に関しては通勤手当についても対象とする。

育児時間、育児短時間勤務、介護短時間勤務により所定労働時間の全部または一部を休業した

場合、基準給およびインセンティブ手当について、その休業した時間に応じ按分した額とする。

育児・介護休業法に基づく育児・介護休業および看護休業の期間、母性健康管理のための体暇、

および本規則に定める特別休暇のうち産前産後の休業期間、生理日の休暇の期間は、無給とす

る。

休職期間中は、給与を支給しない。ただし、本団体が特に必要と認めた場合は支給することが

ある。

休職などにより給与の支給がない場合、社会保険料等の職員負担分は、本団体が立替えて納付

した額を職員に請求するものとする。

第 7条  (中途入職 。中途退職の給与計算)

給与計算期間の中途に入職または退職した者に対する当該計算期間における給与は、日割り計

算で支給するものとする。

第 8条  (休業中の給与)

本団体の都合により職員を休業させる場合には、休業 1日 につき平均賃金の 100分の 60に相

当する休業手当を支給する。

第 9条  (日額 。時間額の計算)

この規程において、給与の日額および時間額を用いる際は、以下の計算による。

① 時間額= 基準給 ÷ 月平均所定労働時間
② 日 額= 時間額 × 1日 の所定労働時間
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2,月 平均所定労働時間とは、月平均所定労働日数に 1日 の所定労働時間を乗じた時間とし、原則、

月平均所定労働日数は、20.25日 とする。

第 10条  (基準給の決定)

基準給は、基礎賃金・加算給で構成され、職員の役職、勤続年数などを考慮し、別紙に基づき

各人ごとに決定する。

第 11条  (加算給)

加算給は、入職月を起算月として勤続年数に応じて毎年 1回昇給を行う。但し、加算回数の上

限を設け、別紙に定める。

第 12条  (給与の見直し)

給与の見直しは、毎年 4月 に勤務態度、勤務成績、経験、貢献度等の総合評価に基づき各人ご

とに決定し、当月分から見直す。

ただし、本団体の財政状況等の事情により、見直しをしないことがある。

第 13条  (扶養手当)

扶養手当は、家族を扶養している職員に対して、以下のとおり支給する。

① 配偶者              15,000円
② 18歳に達する月の年度末までの子  5,000円

③ 両親 (1人あたり)        5,000円
2,扶養していることの判断は、税法上等の扶養家族及び健康保険の扶養家族等を基準とする。

第 14条  (住宅手当)

住宅手当は、賃借料または、持家購入において住宅ローンを支払う職員に対して、以下のとお

り支給する。

① 扶養家族 (扶養手当支給)がいる場合    20,000円
② 扶養家族 (扶養手当支給)がいない場合   17,500円

第 15条  (通勤手当)

通勤手当は、通勤のために要する運賃について、最も経済的で合理的と認められる経路および

方法により、所得税法の非課税限度を限度に実費相当額を支給する。

2, 原則として、3ケ月定期代を通勤手当として支給する。但し、正当な理由がある場合は、実費

を支給することがある。

3,正当な理由がある場合を除き、勤務地より自宅までが直線距離で l km以内の距離の場合は支給

しない。
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第 16条  (割増手当)

法定労働時間を超えて労働した場合には時間外勤務手当を、法定休日に労働した場合には休日

勤務手当を、深夜 (22:00～翌 5:00)に労働した場合には深夜勤務手当を、それぞれ以下の計

算により支給する。

① 時間外勤務手当 = 時間額 × 1.25 × 時間外勤務時間
② 休日勤務手当 = 時間額 × 1.35 × 休日勤務時間
③ 深夜勤務手当 = 時間額 × 0.25 × 深夜勤務時間
2法定労働時間を超えて労働した時間、または法定休日に労働した時間が深夜におよぶ場合は、
時間外勤務手当または休日勤務手当に加えて深夜勤務手当を支給する。

3法定休日の労働とは、職員就業規則第 17条第 1項に定める休日における労働である。
41ヶ月における時間外労働、休日労働および深夜業の各々の時間数の合計に 1時間
未満の端数がある場合に、30分未満の端数を切り捨て、それ以上を 1時間に切り

上げる。

第 17条  (イ ンセンティブ手当)

割増賃金の総額が、インセンティブ手当基準額を超えないときは、以下の計算によリインセン

ティブ手当を支給する。

インセンティブ手当 = インセンティブ手当基準額 ― 割増手当
2イ ンセンティブ手当基準額は、以下計算による。

インセンティブ手当基準額 = 時間額 × 1.25 × 10時間

第 18条  (改廃)

本規程を改廃する場合は職員の代表意見を聞き、理事会の承認で決定する。

付 則

2010年 4月 1日 施行
2013年 2月 1日 改定 (独立規程化)
2015年 4月 1日  改定 (組織変更に伴い第 12条 (管理職手当)の当該役職を
次の様に読み替える。「マネージャー手当」を「部長手当」、「アシスタ

ント・マネージャー手当」を「リーダー手当」)

2018年 4月 1日  改定
2021年 4月 1日  改定 (時間外労働の 1時間未満の取扱)
2022年 3月 7日  改定 (目 的、給与の構成、基準給の決定、加算給、扶養手当、住宅手当)
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別紙 基準給

基準給 基礎賃金 十 加算給

1.基礎賃金
Gl G2 G3 G4 G5

243,100 350,300 415,400 Ｏ
υ
■
４

ｎ
ｖ
Ａ
Ｕ
・４ 569,300

2.加算給
加算年数    ×   7,000円
※加算年数は各等級以上毎の勤続年数とする。

※加算年数は各等級により上限を設ける。(Gl:15年  G2:5年 G3:10年 G4:10年 G5:10年 )

以上
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法人名
特定非営利活動法人

チャイルド・ファンド・ジャパン
事 業 年 度

2023年 4月 1日～
2024年 3月 31日

書式第 17号 (法第 55条関係)

特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項を記載した書類

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]
※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

受取会費 288,000円

受取入会金 10,000円

受取寄付金 226,077,084円

受取寄付金振替額 106,480,256円

受取助成金等振替額 93,859,321円

受取利息 7,139円

為替差益 28,329,885円

雑収入 3,292,571円

円

円

円

円

円

円

A
ロ 計 458,344,256円

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

(3)その他
な し

借 入 先 金    額

な し 円

円

円

円

円

△
口 計 円

促進法施行規則第 32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。



2 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ
第一順位から第五順位までの取引 口 役員等との取引]

(1)収益の生ずる取引の上位 5者

(2)費用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引
イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

74,774,279円
ネパール学校再建防災強化事

業のための助成金

 
  16,252,691円

ネパール復興支援事業等のた

めの助成金

7,150,000円
ネパール、日本等における支

援事業のための寄付金

5,551,212円
ネパールにおける支援事業の

ための寄付金

4,192,000円
フィリピンにおける支援事業
のための寄付金

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

  
  

 
46,087,225円

ネパールにおける地域開発支

援事業費

 

 

20,356,667円
ネパールにおける地域開発支

援事業費

18,267,820円 デジタルマーケティング

  
15,132,101円

ネパールにおける地域開発支

援事業費

 

 
 
 

14,534,400円
スリランカにおける地域開発

支援事業費

取引先の氏名等
法人との

関  係
譲 渡 資 産 の 内 容

譲

年 月

渡

日
譲 渡 価 格 そ の他 の 取 引条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円



口 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取 引先 の氏 名等
法人との

関  係
貸付資産 の内容

付

日月

貸

年
対 価 の 額 そ の 他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

取 引先 の 氏 名 等
法人との

関  係
役務の提供の内容

役務の提

供年月日
対 価 の 額 そ の他 の 取 引 条 件 等

別紙 1参照 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



3 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万 円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

 

 

 

 

 

4,000円

4,000円

4,000円

30,000円

4,000円

2023年 4月 10日

2023年 5月 10日

2023年 6月 12日

2023年 6月 24日

2023年 7月 10日

 

 

 

 

 

4,000円

150,000円

4,000円

4,000円

4,000円

2023年 8月 10日

2023年 8月 17日

2023年 9月 11日

2023年 10月 10日

2023年 11月 10日

 

 

 

 

4,000円

4,000円

4,000円

4,000円

円

2023年 12月 11日

2024年 1月 10日

2024年 2月 13日

2024年 3月 11日

円

円

円

円

円



4 役員等に対する報酬又は給与の状況 [⑤イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況(口 を除く。)、 口 給
与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額 ]

役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれ

らの者と特殊の関係にある者 (注
1)(以
下 「役員等」という。)に対する報酬又は給与の支給について

記載してください。

(注 1)「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と

特殊の関係にある者」とは次の者が該当します。

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族
② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者
③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しく
は三親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者

イ 等に対する報酬又は給与の支給の状況 (口 を除く。)

(注 2)注 1の①～④の内容を具体的に記述しますc

口 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額
集 計 期 間 2023年  4月  1日 2024年  3月  31日

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

20人 75,097,703円

報酬・給与の

区    分 支 給 期 間 等
支 給 金 額氏     名 職 名

法人との関係

(注 2)

な し



5 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

6 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び
にその実施日]

支 出 先 の 名 称 等 住    所 等 支 出 年 月 日 支 出 金 額 寄 附 の 目 的 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 円

実  施  日 使 途 金   額

別紙 2参照 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



別紙 1(役務の提供 )

取引先の氏名等
法人との

関係
役務の提供の内容

役務の提供

年月日
対価の額 (円 ) その他の取引条件等

業務委託
2023年 4月 1日 ～2023

年12月 31日
1,350,000 契約書に基づく。

弁護士顧問料支払い
2023年 4月 1日 ～2024

年3月 31日
396,000 契約書に基づく。

PCデ ータ修復作業料支払い
2023年 4月 3日 ～2023

年4月 12日
77,000 請求書に基つく

講師謝礼受取り
2023年 4月 12日～

2023年 4月 13日
79,880 先方の基準による。

会費支払い 2023年 4月 25日 12,000 先方の規程による

講師謝礼受取り 2023年 5月 25日 110,280 先方の基準による

講師謝礼受取り 2023年 5月 25日 10,000 先方の基準による。

講師謝礼受取り 2023年 5月 9日 10,000 先方の基準による。

  振込支払手数料
2023年 5月 31日 、

2023年 6月 30日
310 請求書に基つく

講師謝礼受取り 2023年 6月 9日 5,000 先方の基準による。

講師謝礼受取り
2023年 7月 12日、

2023年 11月 22日
15,000 先方の基準による。

講師謝礼受取り 20,000 先方の基準による。

植木剪定作業料支払い 2023年 8月 29日 69,600 請求書に基づく

講師謝礼受取り 2023年 10月 4日 10,000 先方の基準による。

講師謝礼受取り 2023年 11月 8日 25,000 先方の基準による。

講師謝礼受取り 2023年 11月 9日 5,000 先方の基準による。

講師謝礼受取り 20,460 先方の基準による。

講師謝礼受取り 2024年 1月 22日 30,000 先方の基準による。

講師謝礼受取り 2024年 2月 8日 33,411 先方の基準による。

12023年 7月 19日、

12024年 1月 22日

lzozs+rr,= rz n



別紙 2

7 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びに
その実施日]

実  施  日 使 途 金   額 (円 )

2023/04/20

2023/04/20

2023/04/20

2023/05/19

2023/05/19

スリランカ 支援事業費

 給与

 給与

スリランカ 支援事業費

 給与

1,174,400

1,232,000

2023/05/19

2023/06/20

2023/06/20

2023/06/20

2023/06/23

スリランカ

ネパール 支援事業費

1,200,000

4,392,678

2023/06/30

2023/06/30

2023/07/20

2023/07/20

2023/07/20

フィリピン 支援事業費

 立替金精算

スウェーデン 旅費精算

スリランカ 支援事業費

 給与

22,788,017

255,000

228,183

1,228,800

2023/07/20

2023/07/26

2023/07/26

2023/08/18

2023/08/′ 18

 給与

ネパール 税務コンサルタント費

ネパール 税務コンサルタント費

スリランカ 支援事業費

給与

857,775

112,409

1,200,000

2023/08/18

2023/08/18

2023/08/18

2023/09/20

2023/09/20

 給与

ネパール 支援事業費

ネパール 支援事業費

アライアンス分担金

スリランカ 支援事業費

34,996,278

32,398,424

1,860,750

1,216,000

2023/09/20

2023/09/20

2023/09/27

2023/09/29

2023/10/11

 給与

 給与

フィリピン 立替金精算

フィリピン 支援事業費

支援事業費スリランカ

298,322

23,316,560

310,000



実 施  日 使 途 金   額 (円 )

202γ10/m スリランカ 支援事業費 1,222,400

2023/10/20  給与

2023/10/20  給与

1,222,4002023/10/20 スリランカ 支1援事業費

2023/10/20  給与

2023/10/20  給与

2023/11/20 スリランカ 支援事業費 1,196,800

2023/11/20  給与

2023/11/20  給与

2023/11/22 Webrld 支援事業費 1,633,700

2023/12/20 スリランカ 支援事業費 1,193,600

2023/12/20  給与

2023/12/20  給与

2023/12/22 ネパール N連 支援事業費 25,250,446

2023/12/22 ネパーリレ :支援1事業費 16,177,618

2023/12/26 フィリピン 支援事業費 21,791,597

2024/01/17 ネパール 税務コンサルタント費 447,101

2024/01/19 スリランカ 支援事業費 1,225,600

2024/01/19  給与

m24ん1/19  給与

2024/01/30 WeWorld支援事業費 2,256,660

2024/02/20 スリランカ 支援事業費 1,232,000

2024/02/20  給与

2024/02/20  給与

2024/03/12  ビザ取得費用 65,819

2024/03/19 スリランカ 支援事業費 1,212,800

2024/03/19  給与

2024/03/19  給与

2024/03/25  ビザ取得費用 67,640

2024/03/27 アライアンス分担金 1,907,000



実 施  日 使 途 金   額 (円 )

2024/03/27

2024/03/27

2024/03/27

ネパール 支1援事業費

フィリピン 支援事業費

Webrld 支援事業費

14,108,138

23,924,326

2,151,760



書式第7号 (法第44条。51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表 ) (初葉)

(,主意事]D

・ 認定基準等チェック表 (第 3表)は、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出劃Dの 提出時においても記載及び添
付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、

添付を省略することができます。

法人名 特定非営利活動法人 チャイルド・ファンド・ジャパン チェック欄

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること
(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等
口 各社員の表決権が平等であること

○

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記
録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること
二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

C主 1)

C主 2)

各欄の人数等は、第3表付表1「役員の|力兄」から転記してくださしヽ

③及びЭについては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

項  目

区  分

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

(②÷①

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

(④÷◎

① ② ③ ④ ⑤

④
2023年 4月 1日～

2024年 3月 31日 11人 0人 0% 3人 27.2%

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ





書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

(注意事項 )

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づ <書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、添付を省略することができます。

法人名 (特辞舌)チャイルド・ファンド・シ
゛
ャハ
°
ン

③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

役  員  数 11人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

3人 人 人 人 人 人 人

役 員 の 内 訳

氏   名 住  所 職名 続柄等

就 任 等 の 状 況

④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時
就任・退任

年月日

高橋 潤

福嶋 美佐子

小澤 淳一

岡田 昭人

伊藤 悟

理事

理事

理事

理事

理事

○

○

○

○

○

2018年 6月 17日就任

2013年 10月 11日就任

2012年 6月 1日就任

2018年 6月 17日就任

2022年 6月 17日就任

御牧 由子

藤井 明子

古屋 治雄

松浦 宏二

脇屋 フE

   

  
  

  

理事

理事

理事

理事

監事

○

○

○

○

○

2018年 6月 17日就任

2018年 6月 17日就任

2022年 6月 17日就任

2022年 6月 17日就任

2013年 10月 11日就任

向山 功 監事 ○
2018年 6月 17日 就任



法人名 特定非営利活動法人 チャイルド。ファンド・ジャパン

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

総勘定元帳
会計ソフト (PCA)使用
ルーズリーフ

lヶ月ごと 10年

振替伝票 会計ソフト (PCA)使用
ルーズリーフ

都度 10年

寄附金入金伝票
エクセル使用

ルーズリーフ
毎 日 10年

小口現金出納伝票
エクセル使用

ルーズリーフ
lヶ月ごと 10年

固定資産台帳
会計ソフト (PCA)使用
ルーズリーフ

1年ごと 10年

仕訳日記帳
会計ソフト (PCA)使用
ルーズリーフ

lヶ月ごと 10年

補助元帳
会計ソフト (PCA)使用
ルーズリーフ

lヶ月ごと 10年

賃金台帳
給与ソフト(弥生給与)使用

ルーズリーフ
lヶ月ごと 7年

■ねlbdanceな ど (各海外事務所試算

表 )

エクセル使用

ルーズリーフ
lヶ月ごと 10年

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第 3表付表2

(記鞭輪D
「伝票又は帳簿名」欄は、例えば「入金伝票」、「出金伝票」、「振替伝票」、「II髪金出納帳」、「総勘定元帳」などのように記載します。

「左の帳簿等の形態」欄は、「単票」、りι″ズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。

「記帳の時期」欄は、!聯時」、「毎日」、「一週間ごと」のように記載します。

,認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した内容に変更
がないときは、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 チャイルド・ファンド・ジャパン チェック欄

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 宗教活動又は]力台舌動等を行っていないこと

○

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法

人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当

法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う

者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上
であること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

① 申請時④ ⑮ ◎ ① ◎項 目

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。無 有 。無
宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者

を教化育成する活動
有。□

有 。無 有 。無 有 ・ 無 有 。無有 有 ・ 無 有 。無
政治上の主義を推進し、支持し、又はこれ

に反対する活動

有 。無 有 。無 有 。無有 有 。無 有 。無 有 。無

特定の公職の候補者若しくは公職にある者

又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに

反対する活動

項 目 ③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対

する報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他

役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供

与の有無

有。□ 有。無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の利益の供

与の有無

有・□ 有・無 有。無 有。無 有。無 有・無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特別の利益の供与の有無
有。□ 有。無 有・無 有・無 有。無 有。無 有。無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の

有無

有・□ 有・無 有。無 有・無 有 。無 有。無 有。無

書式第 10号 (法第44条。51条。58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表) 制 動

C主意事ID
・ 「認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載
及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 l項に基づ<書類 (役員報酬規程等提出書順)に記載した事項につい

て、添付を省略することができます.

ロ



書式第 13号 (法第 44条。51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 5表 )

(注意事項)

・認定基準等チェック表第 5表は、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添

付する必要があります。

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、添付の必要はありません。

法人名 特定非営利活動法人チャイル ド・ファンド・ジャバン チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれ
をその事務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等 (個人の住所又は

居所に係る記載の部分を除いたもの)

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類
ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類
二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程
ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他
一定の事項等を記載した書類

へ 助成の実績を記載した書類

○

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこ

れをその事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する細則 (社内規則)等がある場合には、その細則 (社内規則)等を添付してください。

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち 10人

以上の者の氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿
③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)
※いずれも認定基準の対象となるのは、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位 5者との取引
。 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら

の者と特殊の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法

人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄

附金の額及び受領年月日

⑤ 役員等に対する報酬又は給与の状況
a 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (bに係る部分を除く。)

b 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日
⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

′ヽ 助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し



書式第14号 (法第44条・51条。58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営利活動法人 チャイルド・ファンド・ジャバン

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

Ci主遺ヨ暖D
。 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第踊勘
は、記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法第

55条第1項に基づく書類 (役員輌酬規程等提出書類)に記載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第
29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

③ ⑤ ◎ ① ◎ ①

有 。 無 有 。 無 有 。 無 有 。 無 有 ・ 無 有 ・ 無

7 法令又|“去令に基づいてする行政庁の処分にi飯する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック欄

○

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第石動 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時出認載及

び添付する必要があります。

④ ⑤ ◎ ③ ◎ ① 申 請 時

有 有 。 無 有 。 無 有 ・ 無 有
。 無 有 。 無 有 。 無

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月  日 月  日 設立年月日 年  月 日



書式第15号 (法第44条。51条。58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 1時定非営利活動,状 チャイルド・ファンド・ジャバン チェック1日

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわら 次のし に該当する法人

は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

⌒
Ψ

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を取り消され
た場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前 1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特

例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から5年を経過しないもの

回 1禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しな

い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは邪

"去

204条等 い )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律にi藪したことにより、
罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等 ∝2)
2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

4「

5 国税に係る重加算脱又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいずれかに該当する者の有無

認定特定非営禾l‖舌動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営千1Ⅳ舌動法人が特例認定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前 1年内に当該認定

特定非営利活動法人又は当該特例認定特定非営禾1括
・動法人のその業務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から5年を経過しない者の有無

有

禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から

5年を経過しない者の有無
有。□

特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第 204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に

関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受

けることがなくなった日から5年を経過しない者の有無

有

暴力団の構成員等の有無 有・回

認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 はい。匝 えヽ

う
０ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 は い

。

4 国税又ヤ灘傷方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
いいえは い
。

瀞
議

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上:謳三二塁登亜整型墨塁塁豊!金二≧重:埜」望二 !:塑:」[匹[墾:匡!愛憂

_上i望 :を[1`:_里!塁:墜:園」困:壁:堕!W:理:吸:藝:璽:製:=」國!匡」工1亘i:撃:塑:型[団!理:21旦:ビ】塑!匿:型:量:賀[図:里_全螢 :二__

(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

t1rzr . [rf,riＦ
Э 国税に係る重加算税又l灘也方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人

ｒ
Ｏ 次のいずれかに該当する法人

暴力団 は い ・

暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 はい

イ
しヽ

ロ
レヽ

イ

ロ

ハ




